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全体評価 

 

本学の教職課程は教育学部 1 学部に設置され、教職センターが教職課程の実

務的な運営をしている。その教育の目標は、教育を通して社会に貢献する使命感

を持ち、教育に対する深い理解と専門的な知識並びに実践的指導力を有し、新し

い教育的な課題に対応できる教育者の養成である。 

とくに教員養成の在り方について、本学独自の方向を模索し始めている。もち

ろん教職課程基準に準じながらも、とりわけ１年次と２年次において未来志向と

地域的課題と連携した教職課程基礎課程の充実を図った。学生たちの地域認識や

社会問題に関する意識の醸成、ならびに小規模私学の立場から本学の個性ある教

員養成教育を進めることが不可欠だった。具体的には開智国際大学が掲げる「探

究」活動の重視しながらも、そもそも開放性原則のもとでの大学における教員養

成にとっての必要な探究の内実は何なのか、原点に戻り議論をしてきた。教育学

部のアドミッションポリシーやカリキュラムポリシー、それにディプロマポリシ

ーの現実の読み取りや重点化、改善のもとに掲げる理念との調整の上に進めた。 

とりわけ本学教員養成で力点を置いたのは、地球温暖化問題や国際化、教育諸

課題、地域課題の現実への向き合い方を意識して取り上げてきた。そうした活動

を柏市・我孫子市といった大学が置かれた地域の課題と、それに地域の人々から

学ばせていただこうということでもあった。もちろん柏市立第五小学校をはじめ

とする小・中・高校との連携、および開智学園系列校との交流を重視する方向で

もある。 

一昨年度からは、一部の学生（教職深化プロジェクト）で進めたが、本年度は

教育学部全体の学生、特に１年生２年生に広げ実践してきた。まだ１年目という



 

 

ことも有り、評価は定まらないが、反省点を洗い出し次年度の計画を策定しつつ

ある。課題を残しながらも、本学の教員養成教育の改革が、それなりに具体的に

進められつつあると考える。 

 

        開智国際大学教育学部 

                 

学部長 坂井 俊樹 
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Ⅰ 教職課程の現況及び特色 

 １ 教職課程の現況 

（１） 大学名：開智国際大学 

（２） 所在地：千葉県柏市柏 1225-6 

（３） 教職課程の履修者数及び教員数 

➀ 教職課程の履修者数 

課程等（通学）         令和 7 年度（令和 7 年 5 月１日現在） 

学部 学科名 教科 免許種 
教職課程履修者数 

合計 
1 年 2 年 3 年 4 年 

教育 教育 

全科 小学校一種 70 62 32 37 201 

英語 
中学校一種 10 6 3 12 31 

高等学校一種 10 6 3 12 31 

国語 
中学校一種 26 22 10 22 80 

高等学校一種 26 22 10 22 80 

社会 中学校一種 42 21 7 ― 70 

地理歴史 高等学校一種 
42 21 7 ― 70 

公民 高等学校一種 

 

    ➁   教員数 

 教授 准教授 講師 助教 その他 

教員数 14 6 3 0 0 

備考： 

 

 

（４） 卒業者の現況 

課程等（通学）            令和 6 年度卒業者（令和 7 年 5 月１日現在） 

教科 免許種 

就 職 先 状 況 

認定こども園 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 

正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 

全科 小一種     17 4       

英語 中高一種      1 1 3  1   

国語 中高一種      2 1 3 2    

 

２ 特色 

本学は、教育学部及び国際教養学部の二学部構成であり、教職課程は教育学部に設置

されている。教職課程全体は教職センターが統括し、柏市や東京都中央区等と連携して活

動している。大学の最大の特色は、グローバルな英語力、探求型授業と ICT 活用であり、

教育学部においては、英語力による国際的視野を備え、アクティブ・ラーニングと ICT 活

用力を身に付けるとともに、心理学の知識によって、教育現場で必要なカウンセリングマ

インドを豊かに備えた教員の養成を目標としている。少人数授業やゼミナールでの丁寧な

指導は、教員としての専門性とともに、コミュニケーション力や実践的指導力育成の一翼
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を担っている。とりわけ教育学部では、「総合ゼミⅠ・Ⅱ」を通して、教育に関する課題

について調査・分析・発表を行う少人数による演習を実施している。総合ゼミⅠにおいて

基礎的な学修方法を身に付け、総合ゼミⅡにおいて学修内容を発展・深化させることで、

理論と実践を関連付けながら学びを深める体系的な学修を行っている。 

さらに 1 年次から参加できるインターンシップや、きめ細かい教員採用試験対策も本

学の教職課程の特色である。 

また、神戸親和大学との包括連携協定に基づき、2 年次から神戸親和大学において教職

課程認定を受けている授業科目を履修することにより、以下の教員免許状を取得すること

が可能となっている。 

 ・幼稚園教諭二種免許状  

・特別支援学校教諭二種免許状 

・中学校教諭二種免許状（保健体育）  

・高等学校教諭一種免許状（保健体育） 

・中学校教諭二種免許状（数学）  

・高等学校教諭一種免許状（数学）
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Ⅱ 基準領域ごとの教職課程自己点検・評価 

 

基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

 

基準項目１－１ 教職課程教育の目的・目標を共有  

〔現状〕  

教職課程教育の目的・目標についてであるが、「卒業認定・学位授与の方針

(diploma policy: DP)」は、受験生に対しては大学ホームページ(資料 1-1-1)や大

学案内(資料 1-1-2)を通じて紹介し、その上での受験に繋げている。在学生に対し

ては、大学ホームページ以外にも、大学生活の送り方や履修方法等を記載した、学

年当初に全学生に配布されるガイドブックにも記載されている(資料 1-1-3)。また

そのコピーが、常時学内の掲示板に掲示されている(資料 1-1-4)。さらに「総合ゼ

ミナール I」の授業(1 年生の必修科目)でも重ねて確認をしている(資料 1-1-5)。 

  一方「教育課程構成・実施の方針(curriculum policy: CP)」であるが、こちら

も DP 同様、大学ホームページに掲載され(資料 1-1-1)、ガイドブックや学内の掲

示板にも掲載・掲示されている(資料 1-1-3、1-1-4)。加えて、CP はガイドブック

に掲載されている教育課程表の開講年次(資料 1-1-6)にも反映されている。 

さらに、教職課程に関わるすべての授業のシラバスに、その科目の教職課程上の

位置づけとともに、学部の専門科目はもとより共通科目を含めたすべての科目にお

いて、その授業の DP との関連が明記され、さらにナンバリングによって CP 上の

位置づけが明確にされている(資料 1-1-7)。このことによって、履修学生は改めて 

DP・CP を意識することができる。教員はもちろん、自身の担当科目と DP・CP との

関連を、授業計画の段階から常に意識している。よって、DP・CP は学生間のみなら

ず、教職員間でも共有されている。 

上記の学内外に向けた公開情報に加えて、月に 1 回の定例の学部会議と教職セン
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ター会議(教育学部の全教員が参加)が開催されている。さらに、専属ではないが教

務学生課の教職課程担当職員 1 名が参加する「教職センター会議委員会」(教育学

部所属の 23 名中 10 名の教員で構成)を毎週開催している。それらの中で、教職課

程に関わるガイダンスの日程やその内容等、学生の情報交換等を含めて、教職員間

での共通認識を確認している。 

以上のような、DP・CP に対する教員と学生双方の認識のもと、学習成果の可視化

が図られている。本学の場合、教育学部という性格から教職課程が学部教育課程の

中心に置かれている。つまり、学部としての教育的人間学としての広義の視点、お

よび教職に直結した狭義の教育の両面から教員養成を考えている。教職課程の学修

成果は、この二つを反映した形で、基礎的実践力として卒業認定・学位授与に組み

込まれている。 

具体的には、学生自身に各学年段階で履修カルテを各観点で記入させ、教職課程

と自己の目標確認と達成(学修)の振り返りが繰り返されている(資料 1-1-8)。また

卒業研究が必修であり、卒業論文の作成及び卒業研究発表会の実施とともに、卒業

論文の抄録をまとめた卒業論文集を作成している(資料 1-1-9)。 

 

〔優れた取組〕 

 学部に所属する全教員が教職センターのセンター員であり、学部を挙げて教職課

程に対してその責務を全うするような組織的位置づけとなっており、月例の学部会

議に続いて教職センター会議が設けられ、全教員が参加している。また教育実習の

巡回指導にあたっても、全教員に担当学生が割り振られ、教職課程担当職員も学生

と密に連絡を取るなど、教職員全員で教員養成に当たっている。その意味でも、教

職課程教育の目的・目標の共有は、教職員間で充分になされていると評価し得る。 

 

〔改善の方向性・課題〕 
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 令和 7(2025)年度より、1 年生・2 年生の卒業必修科目である「ゼミナールⅠ・

Ⅱ」を「総合ゼミナール」と位置づけ、教育的人間学の視点を重視した学習内容へ

と再構成を図った(資料 1-1-10)。この科目には教育学部所属のほとんどの教員が

連携しながら関わっており、教員養成の新たな展開を試みている。今後は、中期的

スパンに立ってこの展開の学習成果を評価していかなければならない。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料 1-1-1:｢教育学部教育の目標｣開智国際大学 HP 

(https://www.kaichi.ac.jp/department/edu/) 

・資料 1-1-2:『開智国際大学 大学案内』(開智国際大学、2025 年)、p.11  

・資料 1-1-3:『GUIDEBOOK 2025(2025 年度入学) 教育学部』(開智国際大学、2025

年)、pp.65-67 

・資料 1-1-4:学内掲示「教育学部ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー」

国際教養学部ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー」 

・資料 1-1-5:シラバス「ゼミナール I」 

・資料 1-1-6:『GUIDEBOOK 2025(2025 年度入学) 教育学部』(開智国際大学、2025

年)、pp.68-71 

・資料 1-1-7:2025 年度教職専門科目のシラバスの例(「教育学概論[小]」、「教育相

談[中・高]」、「教職実践演習[中・高]」) 

・資料 1-1-8:教職課程履修カルテ 

・資料 1-1-9:卒業論文集(内部資料) 

・資料 1-1-10:シラバス「総合ゼミナールⅠ・Ⅱ」 

 ···········································································································  
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基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫  

〔現状〕  

 教育学部教員は、教職課程認定基準 3、4-2、4-3、4-4 を踏まえて、研究者教

員と実務家教員を合わせて 23 名が在籍し、全員が教職課程運営に参画している

（資料 1-2-1）。本学では、教職課程に関わる全学的な組織として「教職センタ

ー」を設置している（資料 1-2-2、資料 1-2-3）。教育実習等 7 つのプロジェクト

チームを編成し全教員で運営に当たることで、学部教育と教職課程の連携を密に

取れる体制にある（資料 1-2-4）。教職課程教育を行う上で各教室のプロジェクタ

ーやタブレット、WiFi 環境が整備され、ICT 機器やデジタル教科書を用いた教育

指導を行っている（資料 1-2-5）。教員は相互に授業見学を実施するとともに（資

料 1-2-6）FD・SD 研修会（資料 1-2-7）における研修、学生による「授業アンケ

ート」（資料 1-2-8、資料 1-2-9）を踏まえた報告書（資料 1-2-10）の作成、学生

FD 委員（資料 1-2-11、資料 1-2-12）による授業見学を通して、授業の質的向上

を図る体制が定着している。『教育職員免許法施行規則第 22 条 6』に基づき、本

学 HP「教育情報の公開」において、教職課程に関する情報はすべて公開している

（資料 1-2-13）。「キャリア・就職」で、教員養成状況や教職課程に関する相談、

キャリア支援、学習支援等の情報を提供している。（資料 1-2-14）。 

 

〔優れた取組〕  

教育学部会義と教職センター会議を月 1 回、「教職センター会議委員会」を週に

1 回開催し、運営に関する事項の審議や学生の情報交換をリアルタイムで行ってい

る。小中高等学校で活用されているデジタル教科書が整備されており、学校でのICT

教育環境と同様の環境で教材研究や模擬授業といった学修に取り組むことができ

る。各学期において全教員がアンケート報告書（資料 1-2-10）や授業見学コメント

（資料 1-2-15）を作成し、組織的かつ継続的に教育活動の改善を図っている。教職
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センターの年間活動報告を「情報公開」で公表し、「開智国際大学教職センター研

究年報」を刊行・配布している。 

 

〔改善の方向性・課題〕  

教職課程の専門選択科目が少なく、学生の専門性を育成する上でも、科目を増や

すことが重要である。R6 年度から柏市の公立小学校 8 校で試行的に取り組んだ、

新たな教育実習（「分散型の教育実習」）の受け入れ先の拡充を図る努力をしなけれ

ばならない。「授業アンケート」（資料 1-2-8）において、自由記述の積極的回答も

促し、授業に対する学生の要望や授業改善案をより具体的に把握できるようにする。

進学者が教職課程を選択する際の判断材料となるよう、より分かりやすい情報提供

の工夫が求められる。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞  

・資料 1-2-1 ：「教員紹介- 教育学部」開智国際大学 HP 

 https://www.kaichi.ac.jp/teacher/edu/ 

・資料 1-2-2：2025 年度 大学委員会組織一覧（内部資料） 

・資料 1-2-3：「2025 年度教職センターの運営体制」、『2025 年度教職センター活動

報告（以下『2025 年度 活動報告』）』、p.2 

・資料 1-2-4：「教職センターについて、2025 年度教職センターの運営体制」、『2025

年度活動報告』、pp.1-2 

・資料 1-2-5：2025 年度 デジタル教科書購入リスト 

・資料 1-2-6：2025 年度前期授業見学ご協力のお願い 

・資料 1-2-7：FD・SD センター企画 （内部資料） 

・資料 1-2-8: 2025 年度前期授業アンケート実施要項 

・資料 1-2-9：2025 年度前期授業アンケート全体概要（HP で公開） 
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・資料 1-2-10：2025 年度前期授業アンケート振り返り報告書（内部資料） 

・資料 1-2-11：2025 年度前期学生 FD 募集説明会ポスター 

・資料 1-2-12：2025 年度後期学生 FD 見学報告（内部資料） 

・資料 1-2-13：「教育情報の公開」開智国際大学 HP 

https://www.kaichi.ac.jp/publication/ 

・資料 1-2-14：「キャリア・就職」開智国際大学 HP 

https://www.kaichi.ac.jp/career/edu/ 

・資料 1-2-15：2025 年度後期授業見学コメント（内部資料） 
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基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

 

 

基準項目２－１ 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

〔現状〕  

本学では、教職を担うべき適切な学生の確保のために、『学生募集要項』に「ア

ドミッション・ポリシー」（資料 2-1-1）を、『開智国際大学 大学案内』に「5 つの

特色」と「教育学部の学びの構造と、21 世紀に求められる教師像」（資料 2-1-2）

を掲載し、オープン・キャンパスでの全体説明や個別相談（資料 2-1-3）で周知を

はかるとともに、これらに関する受験生の理解を各入試の面接試験でも確認してい

る。 

また、『2025 年度 教職センター活動報告』（資料 2-1-4）を全教員で共有する

とともに、その中の「教職課程  4 年間の予定表」（資料 2-1-5）を 4 月のガイダ

ンス時に全学生に配布し、各種ガイダンスへの全出席を義務づけるとともに、介護

等体験や教育実習に参加するための必要科目や必要単位数を設定（資料 2-1-6、資

料 2-1-7）している。 

入学定員は適正であり、「卒業認定・単位授与の方針」「教員免許状取得要件」（資

料 2-1-8）を踏まえ、130 名（初等教育専攻 70 名、中等教育専攻 60 名）の定員数

を設置しており（資料 2-1-9）、今年度の入学者数は 148 名（初等教育専攻 70 名、

中等教育専攻 78 名）であった（資料 2-1-10）。また、「履修カルテ」（資料 2-1-11、

資料 2-1-12）を適宜つけさせ、それを「教職実践演習」（資料 2-1-13、資料 2-1-

14）でも活用することで、個々の学生の適性や資質に応じた教職指導を行っている。 

 

〔優れた取組〕 

中等教育専攻社会では 2023 年度の新設以来毎年校外学習を行っている（資料 2-

1-15）。また、5 月 30 日に開催した講演会「胎児性水俣病当事者の方の生き方に学

ぶ」は NHK で紹介されている（資料 2-1-16）。他にも、「教職課程  4 年間の予定」

（資料 2-1-5）にしたがって各種ガイダンスをこまめに開催し、免許取得までの流
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れを体系的に辿ることを可能とするとともに、「履修カルテ」（資料 2-1-11、資料 2-

1-12）も活用し、教員志望のモチベーションを維持・向上させながら、具体的な個

別指導を行っている。 

 

〔改善の方向性・課題〕 

教育学部では 2023 年度に中等教育専攻社会を新設し、2024 年度には「教育深化

プログラム」を開始した。また、2023 年度から TOEIC IP テスト（資料 2-1-17）と

日本語検定（資料 2-1-18）を在学中に 2 回ずつ無料で受験できる制度を設けるな

ど、教育環境の向上をはかってきている。2025 年度には、2023 年度の定員増以降、

初めて初等教育専攻で定員に達しているが、少子化が進む現在、時代の要請に目を

向けながら、今後も本学の教育学部の特徴や魅力をより明確化しつつ、更に積極的

に情報を発信していくことが課題となっている。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料 2-1-1：「アドミッション・ポリシー」『2025 年度（令和 7 年度） 学生募

集要項』p.1 

・資料 2-1-2：「5 つの特色」と「教育学部の学びの構造と、21 世紀に求められる教師

像」『開智国際大学 大学案内』pp.10-11 

・資料 2-1-3：オープン・キャンパス・ポスター 

・資料 2-1-4：『2025 年度 教職センター活動報告』 

・資料 2-1-5：「教職課程 4 年間の予定表」、『2025 年度 教職センター活動報告』、

p.25 

・資料 2-1-6：介護等体験に参加するための必要科目『GUIDEBOOK 2025 教育学部』

p.30 

・資料 2-1-7：教育実習に参加するための必要科目と必要単位数『GUIDEBOOK 2025 教

育学部』pp.31-32 
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・資料 2-1-8：「卒業認定・単位授与の方針」「教員免許状取得要件」『GUIDEBOOK 

2025』pp.27・29 

・資料 2-1-9：「入学定員・収容定員」開智国際大学 HP

（https://www.kaichi.ac.jp/contents/wp-

content/uploads/2025/05/5091410c2100499bb4024561c6b096b0.pdf） 

・資料 2-1-10：「在学者数」開智国際大学 HP

（https://www.kaichi.ac.jp/contents/wp-

content/uploads/2025/09/463a333c219937410280da75f5ce0116.pdf）より抜粋 

・資料 2-1-11：「履修カルテ①」 

・資料 2-1-12：「履修カルテ②」 

・資料 2-1-13：「教職実践演習 小」シラバス 

・資料 2-1-14：「教職実践演習 中・高」シラバス 

・資料 2-1-15：「中等教育専攻（社会コース）の校外学習を実施しまし

た」開智国際大学 HP（https://www.kaichi.ac.jp/examinee/69679/） 

・資料 2-1-16：「本学教育学部の講演会が NHK の取材を受けました」開

智国際大学 HP（https://www.kaichi.ac.jp/examinee/68352/） 

・資料 2-1-17：TOEIC IP テスト（案内「2025 年 8 月 8 日（木）

TOEIC 受験者のみなさんへ」） 

・資料 2-1-18：「教育学部日本語検定実施要項」（2025 年 11 月 8 日実

施） 
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基準項目２－２ 教職へのキャリア支援  

〔現状〕  

教職センターでは、学生の教職に就こうとする意欲や適性を繰り返しの教職ガイダンス、

進路調査、面談等で把握し、教職への意欲の維持・向上を図るなど学生支援に当たってい

る。 

教職ガイダンスを年度当初に、学年ごとに開催すると共に、教員免許状取得件数を高め

るため、各種ガイダンスを頻繁に開催し、免許状取得希望者が教職科目を着実に履修し、

実習等に確実に参加できるようバックアップを行っている(資料 2-2-1)。 

また、1 年次より学校現場におけるインターンシップやボランティアの機会を確保し、

教職に対する意欲を低学年次から高めている(資料 2-2-2)。 

教員就職率を高めるため、外部講師による教員採用試験対策講座（小学校専門教養及び

教職教養）を開講している。合わせて教員が連絡を密に取り合い、必要な基礎学力向上を

図りつつ、一般教養・教職教養・専門教養（主に中・高）、論文、面接等の実力をつけてい

る。1・2 年生は教員採用試験にもつながる基礎学力をつけるために、全員が日本語検定を

受検する取り組みをしている（資料 2-2-3）。 

また、外部機関・講師の活用によるキャリア講演として、千葉県教育庁教育振興部教職

員課による大学生向け出前講座「先生っていいもんだ」や、外部講師による「教員採用試

験の動向と対策」を開催し、情報提供を行っている(資料 2-2-3)。 

さらに教員志望学生に研修の機会を与えるために、東京教師養成塾連携大学として東京

都教育委員会と連携し情報提供をしたり、「ちば！教職たまごプロジェクト」への参加を積

極的に呼びかけたりしている（資料 2-2-4）。 

その他各自治体の情報や学生が教職を目指すうえで必要な教員採用試験情報、対策資料

は、教職センター掲示板や書架を通して常時提供しており、内容の更新や利便性向上にも

努めている。 

また、民間企業及び教員を除く公務員を目指す学生に対しては、繰り返し実施する

進路調査や面談等を通して意向を把握し、キャリアセンターと連携して支援に当た
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っている。キャリアセンターは、2023 年度から新校舎の学生ラウンジに繋がる場

所にあり、学生は利用しやすくなっている（資料 2-2-5）。 

 

〔優れた取組〕 

毎週水曜日開催する「教職センター会議委員会」で学生の情報交換をリアルタイムで行

い、学生の状況を速やかに把握している。小規模校の特色を生かして、卒業生も含め学生

一人ひとりに目を配った教職進路指導が実現できている（資料 2-2-6）。 

また、本学には、小・中・高等学校が併設されており、1 年次からインターンシップを実

施することができ、学生は早い段階で教職に関する適性や課題に気づくことができる（資

料 2-2-2）。 

さらに、教員採用試験対策を担当する教員に校長経験者が複数在職しており、自治体が

求める教師像について豊富な情報量のもと的確な指導ができる。実務経験が自治体ごとの

教師像の理解と実践的な指導に繋がっている。 

また、千葉県教育庁の出前講座等を繰り返し実施し、学生の教員採用試験に対する意識

を高めている（資料 2-2-3）。 

教職以外のキャリアを目指す学生については、年度当初のガイダンスにて配布される進

路希望調査票の LINE 登録によって、キャリアセンターと LINE で繋がり、キャリア支援イ

ベントの最新情報が確認しやすくなり、個別相談への参加もしやすくなっている 

（資料 2-2-5）。 

 

〔改善の方向性・課題〕 

インターンシップへの参加、教員採用試験対策講座の受講等については、基本的には学

生の自主性に委ねている。そのため、そうした機会を積極的に活用しない学生に対して、

また、様々な不安の中で教職に就くことを模索している学生に、どのように教職の魅力を

届け、教員採用試験の合格に向けてサポートするかについて日々議論を重ねている。克服

策のひとつとして、2 年目となる「教職深化プロジェクト」がある(資料 2-2-7)。 
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教師になりたいという強い意志と、学校教育と現代社会が抱える多様な問題に対して真

摯に向き合っていける資質・能力を有した学生を多く育てるための制度改革である。特待

制度として始めたプロジェクトであるが、本学の教員養成の在り方を再考するためのプロ

ジェクトでもある。現在取り組んでいる「教職深化プロジェクト」を発展・拡充させるこ

とにより、教職の魅力を実感できる授業やプログラムの開発を通して、教員免許取得者と

教員志願者の割合を増やすことにもつながる。 

また、教職以外のキャリアを目指す学生に対しては、近年、学校や教員を支える様々

な職種が増えてきており、そうした職種に就職した卒業生の体験報告会を開催する

ことで、学生へのキャリア支援を充実させたいと考える。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料 2-2-1：『2025 年度教職センター活動報告』(p.25) 

・資料 2-2-2：『2025 年度教職センター活動報告』（pp.5-12） 

・資料 2-2-3：『2025 年度教職センター活動報告』（p.17） 

・資料 2-2-4：『2025 年度教職センター活動報告』（pp.13-16） 

・資料 2-2-5：『2025 年度教職センター活動報告』（p.19） 

・資料 2-2-6：『GUID BOOK2024 教育学部』（開智国際大学、2024 年）「6.教育実習

履修者選考基準について」p.31 

・資料 2-2-7：「新・教育特待プロジェクト教職深化プロジェクト」開智国際大学 HP 

https://www.kaichi.ac.jp/neweducation/kyosyokushinka/ 
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基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

  

基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

 

〔現状〕  

本学の建学の精神に謳う「広く国際社会全体の平和と文化の発展に寄与すること」

と、教育学部の教育目的の「教育に対する深い理解と専門的な知識並びに実践的指

導力を有し、新しい教育的な課題に対応できる教育者の養成」（資料 3-1-1）を具

現化するために、「専門的知識」「実践的指導力」「国際的視野、教養・知性」「コミ

ュニケーション能力」「カウンセリング・マインド」を柱とした学びのカリキュラ

ムを推進し（資料 3-1-2）、「コアカリキュラム」、「千葉県・千葉市教員等育成指標」

（資料 3-1-3）を満たし、今日の学校教育に対応した教育者を養成する教職課程カ

リキュラムを編成し実施している。 

各免許状に応じた単位数・開講年次を定め、キャップ制を設け、卒業要件の 126

単位にて各免許状を取得できる工夫をしている（資料 3-1-4）。また、「教育実習」

を履修するための条件（ガイダンスへの出席）、及び各免許状に応じた必修単位数

と授業科目を設定している（資料 3-1-5）。初等の実習は GPA 等による選別を行い、

柏市教育委員会と連携し進めている。 

シラバスには、到達目標・各回の学修内容・事前事後学修・AL の進め方・評価方

法と基準・ナンバリングが明記され、学ぶ目的を意識しつつ体系的に学ぶことがで

きている（資料 3-1-6）。学生は、自身の履修状態・成長具合・課題を「履修カルテ」

に記入し確認している。教員も「履修カルテ」を活用し（資料 3-1-7）、「教職実践

演習」では「教育実習日誌」とともに指導に活かしている（資料 3-1-8）。 

 

〔優れた取組〕 

本学の教職課程は、アクティブ・ラーニングを取り入れた課題探究型の協働学習

をデザインできる実践的指導力を備えた教員を育成することに力点を置いた「専門

科目」を設置している。学生は受講を通して、協働型のアクティブ・ラーニングを
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実際に体験し、課題発見や課題解決等の力量を形成するとともに、アクティブ・ラ

ニング型の授業の指導法についても具体的に学ぶことができるようになっている。

PC を必携とし、「共通科目」に、「AI 概論」「情報機器の操作Ⅰ・Ⅱ」「データサイ

エンス概論 A・B」等を設置し、情報に関する基礎を学び、「専門科目」の「教育方

法論Ⅰ」及び各教科の教科指導法科目等を中心に、デジタル教科書を活用した教材

研究、模擬授業が実施されている（資料 3-1-9）。 

 

〔改善の方向性・課題〕 

教員としての資質の涵養のため、国際教養学部の開講科目とのクロスオーバー履

修等科目選択の拡充に向けた検討や、長期的な視野に立つカリキュラム改定に向け

た議論が必要である。現在、初等教育専攻の学生においては中学校二種免許（国語・

英語・社会）、中等教育専攻の学生においては小学校二種免許を主専攻の免許と併

せて取得できる制度（両免許取得制度）を活用することで専門性を深めている（資

料 3-1-10）。なお 2025 年度からは、神戸親和大学との提携に基づく教員免許状（幼

稚園教諭二種・特別支援学校教諭二種・中学校教諭二種（保健体育及び数学）・高

等学校教諭一種（保健体育及び数学））の取得（提携取得制度）も設定し（卒業単

位外にて取得）、より幅広い選択肢を提供するとともに、教育に対する理解と専門

的な学びを深める体制を進めている（資料 3-1-11）。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料 3-1-1：学則『GUIDEBOOK2025』p.74 

・資料 3-1-2：「教育学部ディプロマポリシー」・「カリキュラムポリシー」・「教育学

部の教育課程の構造」等『GUIDEBOOK2025』pp.66-68 

・資料 3-1-3：千葉県・千葉市教員等育成指標 

https://www.pref.chiba.lg.jp/kyouiku/shidou/shihyou/documen

ts/sihyoukakuteian.pdf 
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・資料 3-1-4：「教職課程」『GUIDEBOOK2025』pp29 

・資料 3-1-5：「教職課程」『GUIDEBOOK2025』pp.30-32 

・資料 3-1-6：シラバス雛形 

・資料 3-1-7：履修カルテ①② 

・資料 3-1-8: 教育実習日誌 

・資料 3-1-9：「カリキュラム表」『GUIDEBOOK2025』pp69-72 

・資料 3-1-10：「二種免許」『GUIDEBOOK2025』pp33-37・48-52 

・資料 3-1-11：開智国際大学パンフレット（2026 年 4 月入学者向け） 

「他大学との連携」p.49 
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基準項目  ３－２ 実践的指導力育成と地域との連携  

〔現状〕  

該当する授業（「教育研究」「教科教育法」「教科教育研究」）において、教材研究、

指導案作成、模擬授業を取り入れている（資料 3-2-2～4）。インターンシップを初

等・中等教育専攻に分かれて実施し、専門に応じた活動が可能となるよう配慮して

いる（資料 3-2-1）。インターンシップやボランティア活動については、併設校なら

びに柏市や東京都中央区と連携・協力体制を構築し、実践的指導力を育成する機会

を設定している（資料 3-2-10～14）。具体的には、1・2 年時の併設校でのインター

ンシップ、柏市および東京都中央区（校外学習施設柏学園）との連携によるボラン

ティア、3 年時の介護等体験と教育実習、4 年時の教育実習等の機会を確保してい

る（資料 3-2-5～7、資料 3-2-17）。柏市教育委員会が主催する放課後子ども教室（ス

テップアップ学習会）、市内の小・中学校から要請される学校ボランティア、柏市

こども部が主催する学習支援事業（「かしわこども未来学習会」）への参加について

も、随時情報を提供し参加を促している（資料 3-2-8）。教育実習に関しては、教職

センターにおいて教育学部教員全員体制で取り組み、公立の教育実習協力校と教育

委員会、および、併設校を含む私立の協力校との連携を通じた環境整備を行ってい

る（資料 3-2-9、資料 3-2-16）。また、千葉県教育委員会から講師を招き、千葉県

教員採用に関する講義を受けている。東京都教師養成塾、いばらき輝く教師塾、ち

ば！教職たまごプロジェクト、千の葉の先生養成塾等について周知し、参加を促し

ている（資料 3-2-14～15）。 

 

〔優れた取組〕 

柏市、東京都中央区、併設校等と協力・連携体制が構築されており、実践的指導

力養成と地域との連携が円滑に行われている。インターンシップやボランティア活

動への参加の単位化、1 年次から教育現場での体験ができる体制や、柏市内の小・

中学校でボランティア活動の場が確保されている点が特色と言える。このような学

校の外から教育活動を支える経験を通じて、地域の子どもの実態や学校の最新の事
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情や教育課題について体験的に学ぶことができる機会が得られている。教育実習に

は教育学部の専任教員が全員体制で取り組んでおり、併設校や柏市教育委員会との

連携を通じた安定的な教育活動が実現できている。 

 

〔改善の方向性・課題〕 

文部科学省が示す教育実習の早期化・分散化に対応して、3 年次と 4 年次に分け

て教育実習を実施している。介護等体験も対面実施となっている。これまでにも増

して、教育実習、インターンシップ、ボランティア活動、介護等体験の事前・事後

指導のあり方、担当教員間の情報共有の在り方、学生の多様な実践経験を包括的に

把握・情報共有するための仕組みについて検討の余地がある。 

教育実習、インターンシップ、ボランティア活動においても、併設校、柏市およ

び中央区教育委員会と密に連絡を取り合い、信頼関係と協力体制を維持発展させて

いく必要がある。更に、ボランティア活動や教育実習、および、介護等体験の受け

入れ先の量的な拡充への対応も求められる。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料 3-2-1：「2025 年度『教職センター』の運営体制」、『2024 年度 教職センタ

ー活動報告』（p. 2） 

・資料 3-2-2：2025 年度シラバス「教育研究」（国語科、社会科、算数科、理科、

生活科、音楽科、図画工作科、家庭科、体育科、英語科） 

・資料 3-2-3：2025 年度シラバス「教科教育法」（中学校・高等学校：英語科Ⅰ

～Ⅳ、国語科Ⅰ～Ⅳ、中等社会科Ⅰ～Ⅲ）、「初等教科教育法」（国語・社会・算

数・理科・生活・音楽・図画工作・家庭・体育・英語） 

・資料 3-2-4：【柏市立校長会資料】「新たな「柏市立小学校 教育実習」につい

て」 

・資料 3-2-5：教職課程・4 年間の予定表（予定）『2025 年度教職センター活動報
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告』（p.25） 

・資料 3-2-6：インターンシップ・ボランティア活動検討プロジェクト『2025 年

度教職センター活動報告』（p.5～12） 

・資料 3-2-7：介護等体験『2025 年度教職センター活動報告』（p.22） 

・資料 3-2-8：インターンシップ・ボランティア活動検討プロジェクト（柏市ボ

ランティア活動）『2025 年度教職センター活動報告』（pp.10～12） 

・資料 3-2-9：新・教育 特待プログラム「教職深化プロジェクト」（本学 HP） 

  https://www.kaichi.ac.jp/neweducation/kyosyokushinka/ 

・資料 3-2-10：柏市大学提携 4 開智国際大学 

 https://www.city.kashiwa.lg.jp/kyosei-

c/shiseijoho/keikaku/machizukuri/consortium/4458.html 

・資料 3-2-11：柏市と開智国際大学との包括的な連携に関する協定書 

https://www.city.kashiwa.lg.jp/documents/4458/260428.pdf 

・資料 3-2-12：インターンシップ・ボランティア活動検討プロジェクト（中央区

柏学園）『2025 年度教職センター活動報告』（pp.8〜9） 

・資料 3-2-13：インターンシップ・ボランティア活動検討プロジェクト（柏市ボ

ランティア活動）『2025 年度教職センター活動報告』（pp.10～12） 

・資料 3-2-14：東京教師養成塾『2025 年度教職センター活動報告』（p.13） 

・資料 3-2-15：ちば！教職たまごプロジェクト『2025 年度教職センター活動報

告』（pp.15～16） 

・資料 3-2-16：教育実習プロジェクト『2025 年度教職センター活動報告』

（p.4） 

資料 3-2-17：インターンシップ・ボランティア活動検討プロジェクト『2025 年

度教職センター活動報告』（pp.5-16） 

・資料 3-2-18：介護等体験『2025 年度教職センター活動報告』（p.22） 
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Ⅲ．総合評価（全体を通じた自己評価） 

本学の教職センターは、教育学部全教員で構成し運営する体制となっている。

それにより教育学部と教職センターが一体となって、教育学部の目標（「国際的

視野、教養・知性を持った教育者」、「コミュニケーション力を持った教育者」、

「専門的知識を持った教育者」、「カウンセリング・マインドを持った教育者」、

「実践的指導力を持った教育者」の育成）達成に向けた教育と本学の教職課程を

運営することができるようになっている。まさに、教育的人間学としての広義の

視点と、教職に直結した狭義の教育の両面からより良い教員養成がなされている

ものと考えている。 

教育学部では、月 1 回の定例学部会・教職センター会議を教育学部全教員（23

名）の参加で開催し、教職課程の目的・目標の共有を図りつつ、それに基づいた

各種取組、学生指導等が実施できるよう協議、確認、連絡、報告等を行い、教職

課程に対する責任を全うすべく努めている。特に、本学の教職センターの特色で

ある「7 つのプロジェクト」（①教育実習、②インターンシップ・ボランティア活

動、③教員養成塾関係、④基礎学力向上・教員採用試験対策、⑤民間企業・公務

員（教員を除く）等を目指す就職指導、⑥「開智国際大学教職センター研究年

報」関係、⑦介護等体験関係）に、教育学部全教員がいずれかに所属し具体的に

それぞれのねらいに沿って活動・取組を進めている。 

教職センター会議委員会は、教育学部教員 10 名、教務学生課教職課程担当職

員 2 名を委員として週 1 回開催し、教職課程及びその運営に係る、日々持ち上が

る様々な課題等を協議するとともに、各種取組を実施する上でのガイダンスの内

容や日程等の検討、学生の情報交換を含め、教職課程が円滑に運営され、かつ一

層の充実を図られるよう努めている。そのため、教育実習や介護等体験等の学生

への指導、実習先等との連絡調整等が効果的に行われたと考えている。 

昨年度から柏市教育委員会及び柏市立小学校長の理解と協力を得て、「分散型

の教育実習（新しい教育実習）」を試行的に取り組んでいる。今年度も引き続

き、教育実習をお引き受けいただいた柏市立小学校では、「分散型の教育実習」
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を実施していただいた。新しい教育実習のよさや効果等が浸透しつつあるものと

考えている。 

介護等体験（特別支援学校）は、今年度も昨年度に引き続き「千葉県立東葛の

森特別支援学校」の協力を得て実施することができた。事前の打合せ等を繰り返

し行い、参加学生を 4 つのチームに分け、それぞれ 1 週間ずつ、4 週間に渡り実

習をさせていただいた。体調不良等により当日欠席した学生については、千葉県

立東葛の森特別支援学校のご配慮により日程を変更して体験の機会を確保させて

いただいた。 

昨年度からスタートした「教職深化プロジェクト」は、教育における先進的な

課題を深く理解し、高い意識をもって、自ら課題を設定する次代の小学校教育を

リードする教員を育成することを目的とするものである。このプロジェクトを充

実させて本学の教職課程の充実に繋げていくためには、教職深化プロジェクトに

所属している学生が自分たちの活動・取組を教育学部の他の学生に知らせたり、

一緒に参加を呼び掛けたりすることが重要である。今年度は、その動きが活発に

なり、少しずつ教職深化プロジェクトの目的が他の学生に浸透しつつあると感じ

ている。 

また、今年度から本学独自の取組として始めた総合ゼミⅠ・Ⅱは、学問のおも

しろさを理解すること、アカデミック・スキルを身に付けること、大学外から学

ぶことの 3 つを視点としている。特に、10 回にわたり地域等から指導者を招いた

「地域学」は、1・2 年生の段階で学生に「大学らしさ・大学の学び」を味わせ、

教職への意欲を高めるものになったと考えている。 

本学では、一昨年度から希望すれば初等教育専攻の学生は、小学校教諭一種免

許状の他に中学校教諭二種免許状（国語）（英語）（社会）を、中等教育専攻の学

生は、それぞれの専攻に応じた中学校及び高等学校教諭一種免許状の他に小学校

教諭二種免許状を取得することができるようになった。昨年度からは、神戸親和

大学との連携により、希望すれば初等教育専攻の学生は、幼稚園教諭二種免許
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状、中学校教諭二種免許状（保健体育）（数学）、特別支援学校教諭二種免許状

を、中等教育専攻の学生は、中学校教諭二種免許状（保健体育）（数学）、高等学

校教諭一種免許状（保健体育）（数学）を取得することができるようになった。

しかしながら、希望した学生であっても高い意識を持つ続け履修していくのはな

かなか容易ではない。モチベーションを維持しながら自らの専攻に応じた一種免

許状だけでなく、二種免許状が取得できるよう支援するとともに、本気で二種免

許状を取得する覚悟があるかを自分自身で見極められるように支援することも必

要である。今年度は、ガイダンス等を複数回実施し学生支援の機会を持った。本

気で二種免許状を取得したい学生の支援になったと考えている。 

さらに、これまでも取り組んできた柏市教育委員会、中央区教育委員会、開智

学園系列校等との連携、信頼関係に基づくインターンシップや学校ボランティ

ア、また、教員採用試験合格に向けての取り組みも引き続き充実させていかなけ

ればならない。 

インターンシップや学校ボランティアについては、学生数が増加しているにも

かかわらず、参加する学生が増えていかない実態が浮き彫りになった。受け入れ

校の開拓と共に、学生のインターンシップ等への参加意欲を高めていくことも重

要である。 

教員採用試験に向けては 4 年間（実質は 3 年半）を見通して、1 年生及び 2 年

生時には基礎的な学力の向上を図りつつ、3 年生からは本格的な教員採用試験対

策に取り組めるよう計画的に学生をサポートしていくことが一層重要である。 

今後も引き続き、本学の教職課程が教育学部の目標を達成し、これからの日本

の学校教育を担う教員の養成に貢献できるものになるよう、またその運営に努め

ていきたい。 
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Ⅳ 「教職課程自己点検・評価報告書」作成プロセス 

教育学部に設置された本学の教職課程は、自己点検評価の目標を「学部全体の

協働による個別最適な教員育成」と定め、教育職員免許法施行規則の一部改正お

よび教職課程の自己点検評価の義務化を機に文部科学省のガイドラインに沿った

形で令和 4 年度の自己点検評価活動を行った。しかしながら自己点検評価活動自

体は、本学の教職課程がその発足年度より自主的に行ってきたものである。すな

わち各年度開始時に「教職センター活動内容」を策定し、年度末に「教職センタ

ー活動報告」によって活動を検証し改善を図るものである。このような「教職セ

ンター」の活動は、「活動報告」を次年度の『教職センター研究年報』に収録

し、全学的な自己点検評価の報告書である『年次報告書』において 1 章を割き本

学ホームページにおいて広く公表を行ってきたものである。 

従って、現在の自己点検評価体制は、令和 3 年 8 月教育職員免許法施行規則の

一部改正および教職課程の自己点検評価の義務化のあと、上述した既存の教職課

程の自己点検評価の体制を、文部科学省のガイドラインに沿うように拡充・改善

したものである。 

現行体制の構築過程を以下に述べる。令和 3 年度、教育学部に自己点検評価チ

ームが新たに設置され、このチームが中心となって全国私立大学教職課程協会の

『手引き』に定めるプロセス 1 から 4 を同年度末までに進めた（学長の意を受け

た教職課程の自己点検評価の組織決定、実施方針および手順の策定、実施組織、

実施期間、文科省のガイドラインに準拠する実施領域・項目の決定、学部での説

明会による情報共有、教授会における全学的周知、法令由来実施充足状況の確認

と全学的範囲での改善、等）。 

令和 4 年 4 月、上記チームは全学的組織である自己評価委員会に統合され、以

後同委員会が、教職課程の全教員の役割分担と、文部科学省のガイドラインに準

拠した全国私立大学教職課程協会の「教職課程自己点検評価基準」の各対象項目

の点検評価の実施と報告書のまとめを担った。データや資料の収集・分析は、IR
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（Institutional Research）を担当する教育学部の教員、さらには事務局の教職

課程担当の職員に共有された。 

令和 6 年度は、大学の委員会組織にある自己評価委員会とは独立した形で、教

職課程自己点検・評価を行うことになった。教育学部長により「教職課程自己点

検・評価」担当者が決められ活動を開始した。令和 6 年度の自己点検評価活動

は、令和 6 年 4 月、「令和 5 年度 開智国際大学 教職課程自己点検評価報告

書」の本学ホームページ上での公表と、全国私立大学教職課程協会への提出を以

て令和 5 年度の自己点検評価活動が終了すると同時に始まった。7 月に、一般財

団法人全国私立大学教職課程協会より送付された「教職課程自己点検・評価報告

書」作成の手引きをもとに、自己点検評価報告書の執筆要領を策定し、7 月の学

部会において、点検評価各項目の担当者を決定して執筆依頼を行った。 

9 月末に原稿が提出され、この中間報告をまとめ、内容を精査した後、年度末

となる 3 月に「教職センター活動報告」等の資料を参照して修正・拡充し、「令

和 6 年度 開智国際大学 教職課程自己点検評価報告書」を完成した。令和 7 年

度も令和 6 年度と同様の組織体制で実施した。報告書の構成についても昨年度か

ら変更がなかったため、令和 7 年度版「教職課程自己点検・評価報告書」作成の

手引きに従い、執筆要領・執筆担当表を作成して執筆依頼を行い、令和 6 年度と

同様の手順で完成させた。教職センターは作成の全プロセスにおいて、教職課程

を設置する教育学部の学部会議・教職センター会議等において常時全担当教員と

情報共有を心がけて作業を行った。 


